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資料213

労働審判制度（仮称）の概要（案）

１ 制度趣旨

労働審判制度は、個別労働関係事件について、３回以内の期日で、裁判官と雇

、 、用・労使関係に関する専門的な知識経験を有する者が 当該事件について審理し

調停による解決の見込みがある場合にはこれを試みつつ、合議により、権利義務

関係を踏まえて事件の内容に即した解決案を決すること（労働審判）によって事

件の解決を図る手続（労働審判手続）を設け、あわせて、これと訴訟手続とを連

携させることにより、事件の内容に即した迅速、適正かつ実効的な解決を図るこ

とを目的とする。

２ 労働審判手続の主体

○ 主体

労働審判手続は、裁判官である労働審判官１名、労働者としての知識経験を

有する労働審判員１名及び使用者としての知識経験を有する労働審判員１名で

構成する審判体で行う。

○ 決議要件

労働審判官及び労働審判員の過半数の意見による。

３ 労働審判手続の対象

個別労働関係に係る権利義務関係をめぐる紛争を対象とする。

４ 手続

○ 申立て

当事者は、地方裁判所に、申立ての趣旨及び原因を記載した書面により、労

働審判手続の申立てをすることができる。申立書については、簡易な記載が可

能となるように配慮する。

○ 手続の進行

相手方の意向にかかわらず手続を進行させ、原則として、調停により解決し
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又は労働審判を行う。

○ 審理

審判体は、調停による解決の見込みがある場合にはこれを試みつつ、速やか

に争点及び証拠の整理等を行って、審理を進め、調停が成立しない場合には、

権利義務関係を踏まえつつ事件の内容に即した解決案を決する。

○ ３回以内審理の原則

特別の事情がある場合を除き、３回以内の期日で審理を完了し、解決案を決

する。

○ 審理の方法

申立て又は職権により、書証の取調べ及び参考人又は当事者本人の審尋等の

民事訴訟の例による証拠調べ等をすることができる。

○ 手続の指揮

手続の指揮は労働審判官が行う。

○ 調停

審判体は、審判の期日において、いつでも調停を試みることができ、調停が

成立した場合には、裁判上の和解と同一の効力を有するものとする。

○ 手続の公開

手続は公開しないが、審判体は相当と認める者の傍聴を許すことができるも

のとする。

○ 出頭の確保

呼出しを受けて出頭しない当事者に対しては、過料の制裁を科するものとす

る。

５ 労働審判

○ 労働審判

審判体は 権利義務関係を踏まえつつ事件の内容に即した解決案を決する 労、 （

働審判 。労働審判は、原則として、理由の要旨を記載した書面で行う。）

○ 異議申立て

労働審判に不服のある当事者は、２週間以内に異議の申立てをすることがで

き、その場合には、労働審判は効力を失う。
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○ 確定した労働審判の効力

上記期間内に異議の申立てがないときは、労働審判は、裁判上の和解と同一

の効力を有する。

○ 労働審判を行わない場合

審判体は、事案の性質上、労働審判を行うことが紛争の迅速かつ適正な解決

のために適当でないと認めるときは、労働審判を行うことなく労働審判手続を

終了させることができる。

６ 訴訟手続との連携

○ 訴え提起の擬制

労働審判に対して異議が申し立てられた場合には、労働審判手続の申立てが

あった時に、労働審判がなされた地方裁判所に訴えの提起があったものとみな

す。

労働審判を行うことなく労働審判手続を終了させた場合も同様とする。

これらの場合の訴えの提起の手数料については、労働審判手続の申立てにつ

いて納めた手数料の額に相当する額は、納められたものとみなす。

○ 労働審判手続の記録の取扱い

労働審判手続に関する記録の取扱いについては、訴えの提起があったものと

みなされた場合に、当事者が必要な証拠等を選択して裁判所に提出し、訴訟の

資料に供することができるよう工夫することとする。

○ 労働審判手続と訴訟手続との併存

労働審判事件係属中の訴えの提起及び訴訟係属中の労働審判手続の申立てを

認めて、両手続の併存を認めることとした上で、労働審判事件係属中、訴訟手

続を中止することができるものとする。

７ その他

○ 管轄

、 、 、相手方の住所 居所 営業所若しくは事務所の所在地を管轄する地方裁判所

当事者である労働者が当事者である事業主との間の労働契約に基づいて現に就

業し若しくは最後に就業した当該事業主の事業所の所在地を管轄する地方裁判

所又は当事者が合意で定める地方裁判所の管轄とする。
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○ 準用規定の整備

労働審判手続が非訟手続であることを踏まえ、その性質に反しない限り、非

訟事件手続法及び民事調停法等を必要な範囲で準用する。

（注） 制度、手続等の名称はいずれも仮称である。

以 上


